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令和４年度新城市後期高齢者医療特別会計予算

令和４年度新城市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，４８６，１００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。

令和４年２月２５日提出

新城市長 下 江 洋 行



1 664,983

1 後期高齢者医療保険料 664,983

2 754,649

1 一般会計繰入金 754,649

3 19,268

1 繰越金 19,268

4 47,200

1 延滞金、加算金及び過料 2

2 償還金及び還付加算金 2,101

3 市預金利子 1

4 受託事業収入 41,978

5 雑入 3,118

1,486,100

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

後期高齢者医療保険料

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計

款 項 金　　　　　額

 千円
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1 30,247

1 総務管理費 27,502

2 徴収費 2,745

2 1,389,988

1 後期高齢者医療広域連合納付金 1,389,988

3 61,765

1 保健事業費 61,765

4 2,100

1 償還金及び還付加算金 2,100

5 2,000

1 予備費 2,000

1,486,100

歳　　出

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

保健事業費

諸支出金

予備費

歳　　出　　合　　計

款 項 金　　　　　額

 千円
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算 説 明 書





１　総　　括

（歳　　入）

1 後期高齢者医療保険料 664,983 668,100 △3,117

2 繰入金 754,649 731,711 22,938

3 繰越金 19,268 18,258 1,010

4 諸収入 47,200 44,331 2,869

1,486,100 1,462,400 23,700

歳入歳出予算事項別明細書

歳　　入　　合　　計

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

1 総務費 30,247 26,920 3,327

2 後期高齢者医療広域連合納付金 1,389,988 1,369,561 20,427

3 保健事業費 61,765 61,771 △6

4 諸支出金 2,100 2,148 △48

5 予備費 2,000 2,000 0

1,486,100 1,462,400 23,700歳　　出　　合　　計

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

3,012 27,235

1,389,988

42,079 19,686

2,100

2,000

0 0 45,091 1,441,009

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円  千円

- 7 -



２　　歳    入

　１款　後期高齢者医療保険料 664,983千円

　１項　後期高齢者医療保険料 664,983千円

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

1 特別徴収保険料 481,841 475,287 6,554

2 普通徴収保険料 183,142 192,813 △9,671

計 664,983 668,100 △3,117

　２款　繰入金 754,649千円

　１項　一般会計繰入金 754,649千円

1 事務費繰入金 60,889 60,561 328

2 保険基盤安定繰入金 144,867 139,295 5,572

3 療養給付費繰入金 548,893 531,855 17,038

計 754,649 731,711 22,938

　３款　繰越金 19,268千円

　１項　繰越金 19,268千円

1 繰越金 19,268 18,258 1,010

計 19,268 18,258 1,010

　４款　諸収入 47,200千円

　１項　延滞金、加算金及び過料 2千円

1 延滞金 1 1 0

2 過料 1 1 0
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節
説　　　　　　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

 千円  千円

1 現年度分 481,841 特別徴収保険料 481,841

1 現年度分 182,360 普通徴収保険料 182,360

2 滞納繰越分 782 普通徴収保険料 782

1 事務費繰入金 60,889 事務費繰入金 60,889

1 保険基盤安定 144,867 保険基盤安定繰入金 144,867

繰入金

1 療養給付費繰 548,893 療養給付費繰入金 548,893

入金

1 前年度繰越金 19,268 前年度繰越金 19,268

1 延滞金 1 延滞金 1

1 過料 1 過料 1

後期高齢者医療特別会計
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　４款　諸収入 47,200千円

　１項　延滞金、加算金及び過料 2千円

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

計 2 2 0

　４款　諸収入 47,200千円

　２項　償還金及び還付加算金 2,101千円

1 償還金 1 1 0

2 保険料還付金 2,000 2,000 0

3 還付加算金 100 148 △48

計 2,101 2,149 △48

　４款　諸収入 47,200千円

　３項　市預金利子 1千円

1 市預金利子 1 1 0

計 1 1 0

　４款　諸収入 47,200千円

　４項　受託事業収入 41,978千円

1 保健事業費受託事業収入 41,978 42,073 △95

計 41,978 42,073 △95

　４款　諸収入 47,200千円

　５項　雑入 3,118千円

1 滞納処分費 1 1 0

2 弁償金 1 1 0
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節
説　　　　　　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

 千円  千円

1 償還金 1 償還金 1

1 保険料還付金 2,000 保険料還付金 2,000

1 還付加算金 100 還付加算金 100

1 預金利子 1 預金利子 1

1 保健事業費受 41,978 広域連合受託事業収入 41,978

託事業収入

1 滞納処分費 1 滞納処分費 1

1 弁償金 1 弁償金 1

後期高齢者医療特別会計
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　４款　諸収入 47,200千円

　５項　雑入 3,118千円

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

3 違約金及び延納利息 1 1 0

4 雑入 3,115 103 3,012

計 3,118 106 3,012
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節
説　　　　　　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

 千円  千円

1 違約金及び延 1 違約金及び延納利息 1

納利息

1 雑入 3,115 雑入 1

療養給付費負担金精算金 1

後期高齢者医療制度特別対策補助金 101

広域連合補助金 3,012

後期高齢者医療特別会計
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３　　歳    出

　１款　総務費 30,247千円

　１項　総務管理費 27,502千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　　定　　　　財　　　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

 千円  千円  千円  千円  千円  千円  千円

1 一般管理費 27,502 24,488 3,014 3,012 24,490

諸収入

3,012

計 27,502 24,488 3,014 0 0 3,012 24,490

　１款　総務費 30,247千円

　２項　徴収費 2,745千円

1 徴収費 2,745 2,432 313 2,745

 - 14 -

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較



節

区　　分 金　　額

 千円 千円

2 給料 10,109 001 人件費 17,839

　003 職員分 17,839
3 職員手当等 4,816

　　　・一般職給 10,109

4 共済費 2,914 　　　・管理職手当 1

　　　・扶養手当 300
8 旅費 29

　　　・住居手当 102

10 需用費 249 　　　・通勤手当 110

　　　・時間外勤務手当 337
11 役務費 6,410

　　　・期末手当 2,127

12 委託料 1,278 　　　・勤勉手当 1,719

　　　・児童手当 120
13 使用料及び賃 1,697

　　　・地方公務員共済組合負担金 2,910
借料

　　　・地方公務員災害補償基金 4

519 後期高齢者医療一般事務経費 9,663

　001 後期高齢者医療一般事務経費 9,663

　　　・普通旅費 29

　　　・消耗品費 249

　　　・通信運搬費 6,410

　　　・委託料（一般分） 1,278

　　　・賃借料 1,697

10 需用費 297 520 後期高齢者医療保険料徴収事業 2,745

　001 後期高齢者医療保険料徴収事業 2,745
11 役務費 2,114

　　　・消耗品費 24

12 委託料 334 　　　・印刷製本費 273

後期高齢者医療特別会計
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説　　　　　　　　　　　　明



　１款　総務費 30,247千円

　２項　徴収費 2,745千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　　定　　　　財　　　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

 千円  千円  千円  千円  千円  千円  千円

計 2,745 2,432 313 0 0 0 2,745

　２款　後期高齢者医療広域連合納付金 1,389,988千円

　１項　後期高齢者医療広域連合納付金 1,389,988千円

1 後期高齢者 1,389,988 1,369,561 20,427 1,389,988

医療広域連

合納付金

計 1,389,988 1,369,561 20,427 0 0 0 1,389,988

　３款　保健事業費 61,765千円

　１項　保健事業費 61,765千円

1 後期高齢者 61,765 61,771 △6 42,079 19,686

医療保健事 諸収入

業費 42,079

計 61,765 61,771 △6 0 0 42,079 19,686
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目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較



節

区　　分 金　　額

 千円 千円

　　　・通信運搬費 1,874

　　　・手数料 240

　　　・委託料（一般分） 334

18 負担金補助及 1,389,988 521 後期高齢者医療広域連合納付事務事業 1,389,988

び交付金 　001 後期高齢者医療広域連合納付事務事業 1,389,988

　　　・負担金 1,389,988

10 需用費 31 522 後期高齢者医療保健事業 61,765

　001 後期高齢者医療保健事業 61,765
11 役務費 1,866

　　　・消耗品費 31

12 委託料 59,701 　　　・通信運搬費 756

　　　・手数料 1,110
13 使用料及び賃 167

　　　・委託料（一般分） 59,701
借料

　　　・賃借料 167

後期高齢者医療特別会計
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説　　　　　　　　　　　　明



　４款　諸支出金 2,100千円

　１項　償還金及び還付加算金 2,100千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　　定　　　　財　　　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

 千円  千円  千円  千円  千円  千円  千円

1 還付金 2,000 2,000 0 2,000

2 還付加算金 100 148 △48 100

計 2,100 2,148 △48 0 0 0 2,100

　５款　予備費 2,000千円

　１項　予備費 2,000千円

1 予備費 2,000 2,000 0 2,000

計 2,000 2,000 0 0 0 0 2,000
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目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較



節

区　　分 金　　額

 千円 千円

22 償還金利子及 2,000 523 保険料還付経費 2,000

び割引料 　001 保険料還付経費 2,000

　　　・還付金 2,000

22 償還金利子及 100 524 還付加算金 100

び割引料 　001 還付加算金 100

　　　・還付加算金 100

後期高齢者医療特別会計
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説　　　　　　　　　　　　明



　　一  般  職

　(１)総    括

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 0)

3 0 10,109 4,816 14,925 2,914 17,839

( 0)

3 0 9,964 5,256 15,220 2,808 18,028

( 0)

0 0 145 △ 440 △ 295 106 △ 189

＊(　　)は、短時間勤務職員の数を外書きしたもの。

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1 300 102 110 0 337

1 480 102 110 0 451

0 △ 180 0 0 0 △ 114

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

2,127 1,719 0 0 0 0

2,267 1,725 0 0 0 0

△ 140 △ 6 0 0 0 0

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 0 0 120 4,816

0 0 0 120 5,256

0 0 0 0 △ 440

給 与 費 明 細 書

給 与 費

本 年 度

前 年 度

比 較

本 年 度

前 年 度

比 較

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分 備 考職 員 数 報 酬 給 料 職員手当等 計 共 済 費 合 計

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

区 分

期 末
手 当

勤 勉
手 当

地 域
手 当

宿 日 直
手 当

夜 間 勤 務
手 当

休 日 勤 務
手 当

区 分

退 職
手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

単 身 赴 任
手 当

児 童
手 当

計

職

員

手

当

等

の

内

訳
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　(２)給料及び職員手当等の増減額の明細

145

期末手当　6月期 12月期

改定前 　1.275月 1.275月

改定後 　1.200月 1.200月

△ 307

　(３)給料及び職員手当等の状況

ア  職員１人当たり給与

＊短時間勤務職員を除く。

イ　初任給

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳
(千円) (千円)

△ 133千円

△ 307千円

平均給料月額(円) 217,607

平均給与月額(円) 226,028

平 均 年 齢 (歳) 33.08

平均給料月額(円) 267,018

平均給与月額(円) 287,558

平 均 年 齢 (歳) 36.91

国 の 制 度

一 般 行 政 職 ( 円 )

高 校 卒 150,600 150,600

短 大 卒 163,100 163,100

大 学 卒 182,200 182,200

区 分 説 明 備 考

昇給に伴う
増加分

平均昇給率 1.46%

期末手当支給率改定
に伴う増減分

その他の増
減分

職員の異動等に伴う
増減分

異動･その他

区 分 一 般 行 政 職

令和 4年 1月 1日 現在

令和 3年 1月 1日 現在

区 分 一 般 行 政 職 ( 円 )

給 料 145

職 員
手当等

△ 440 給与改定に
伴う増減分

△ 133
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ウ　級別職員数

一 般 行 政 職

職 員 数 構 成 比

(人) (％)

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0)

1 50.0 

( 0) ( 0.0)

1 50.0 

( 0) ( 0.0)

2 100.0 

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0)

1 33.3 

( 0) ( 0.0)

0 0.0 

( 0) ( 0.0)

1 33.3 

( 0) ( 0.0)

1 33.3 

( 0) ( 0.0)

3 100.0 

＊(　)は、短時間勤務職員の数及び構成比を外書きしたもの。

＊構成比は小数点以下第２位を四捨五入してあるので、その合計が100％にならない場合がある。

区 分 級

行 政 職 給 料 表 ( 一 )

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

計

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

計

令 和 4 年 1 月 1 日 現 在

令 和 3 年 1 月 1 日 現 在
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　(級別の基準となる職務)

エ　期末手当・勤勉手当

6 月 12 月 支 給 率 計

(月分) (月分) (月分)

( 1.125) ( 1.125) ( 2.250)

2.150 2.150 4.300 

( 1.175) ( 1.175) ( 2.350)

2.225 2.225 4.450 

( 1.125) ( 1.125) ( 2.250)

2.150 2.150 4.300 

＊(　　　)は、短時間勤務職員の支給率。

オ　その他の手当

同 じ

同 じ

同 じ

7 級 部長、理事、事務局長、消防長の職務

4 級 係長、主査、主査保育士、主査教諭の職務

3 級 主任、主任保育士、主任教諭の職務

2 級 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

1 級 定型的な業務を行う職務

支 給 期 別 支 給 率

扶 養 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当

区 分 行 政 職 給 料 表 ( 一 )

6 級
副部長、次長、総合支所長、会計管理者、自治振興事務所長、消防次長、署長、課
長、室長、所長、参事、事務長、副署長、指導保育士、指導教諭、園長の職務

5 級
副課長、副室長、副所長、副参事、副事務長、分署長、出張所長、指揮隊長、予防
指令、副園長の職務

区 分
職 制 上 の 段 階 ､
職 務 の 級 等
による加算措置

備 考

本 年 度 有

前 年 度 有

国 の 制 度 有

区 分
国 の 制 度
と の 異 同

差 異 の 内 容

住 居 手 当 異 な る

【 国 】家賃額16千円以下：    0円
          〃  16～27千円： 家賃額-16千円
          〃  27～61千円：(家賃額-27千円)/2+11千円
          〃  61千円超  ： 28千円
【本市】家賃額27千円以下：    0円
          〃  27～83千円：(家賃額-27千円)/2
          〃  83千円超  ： 28千円
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